
（別記）

令和６年度中島村地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題

中島村は福島県の南部に位置し、面積 18.92㎢を有する平坦な農村地帯である。

当該地域は、水田を活用した施設野菜や鉢花、露地野菜を中心とした周年栽培形態が確立

され、農業所得も県内トップクラスで推移してきた。

水稲においては、これまで主食用米の生産が中心で、飼料用米については、個別説明等推

進したことによって、定着しつつある。しかし、主食用水稲に対して収益性が低いこともあ

り、令和５年度の実績面積は令和４年度の半分程度にとどまったことからも、作付けに不安

を感じていることがわかる結果となった。また、令和５年度における大豆の実績面積は皆減

し実績無しとなった。原因として、もともと収量品質ともに低い傾向にあったが猛暑による

影響を受け不作となったことが考えられる。今後も低コスト栽培の取組を推進することによ

って、収益性向上を図りながら主食用米からの作付転換を推進する。米の需要量が毎年減少

している現状を踏まえ、今後も非主食用米等への転換の推進が最優先課題となっている。

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力
強化に向けた産地としての取組方針・目標

〇適地適作の推進

   排水良好水田を中心に大豆の栽培を推進し、土壌の分析診断および結果を踏まえて

  の適正な推進をし、品質・収量の向上を目指し生産面積の拡大を図る。

〇収益性・付加価値の向上

   これまでトマトやキュウリ、ブロッコリー等の野菜が定着してきているが、花きや

  果樹等の作付推進を図る。

〇生産コストの低減

   飼料用米の作付の推進を図ってきて一定の定着は出来ているものの、より収益性を

  上げるためにも、生産・流通コストの削減を図って生産する取組を支援する。

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標

〇地域の農地の在り方

   中島村においても、水田農業における高齢化の課題があり、担い手の確保が急務と

なっている。毎年、若干若手の農業者に変わってきているため、地域での話合いによ

り目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画策定に向け地域全体で進めて

いく必要がある。水田を活用した施設野菜や花き等の作付の推進を図り、将来的に畑

地化を進める。

〇地域におけるブロックローテーション体系の構築

   関係機関と農業者が排水良好水田や水利条件の悪い水田を点検しあいながら転換作

物作付水田を把握し、大豆の団地化やブロックローテーションの取組を支援し、作付



面積の維持・拡大、良品質大豆の生産量の確保を図る。

〇水田の利用状況の点検方針・点検結果を踏まえた対応方針

   水田を活用した施設野菜や鉢花、露地野菜を中心とした周年栽培形態が確立され、

農業所得も県内トップクラスで推移してきたこともあり、前年度関係機関とともに点検

を行ったところであるが、農業者を含めた話し合いが出来なかった。今後は、地域の話

合いの場を基本に、関係機関とともに地域農業の将来の在り方を検討し、畑地化支援の

対象となるよう進める。

４ 作物ごとの取組方針等

（１）主食用米

   「コシヒカリ」の作付けが大半を占めるが、近年「天のつぶ」が徐々に増えている。

収量増等のメリットがあるため、経営状況や地域の状況に応じた米の生産を推進し、安

定した米価水準を達成させることによって収益性向上を図る。

（２）備蓄米

   主食用米の需要減が見込まれる中、主食用米と同じ稲作体系にて取り組むことが

可能であり実効性が確保しやすいため、非主食用米への転換において有効的な取組

として一層推進する。

（３）非主食用米

  ア 飼料用米

    主食用米の需要減が見込まれる中、販売価格などの課題があるが、主食用米から

の転換手段として有効であり、産地交付金等を最大限に活用できるように一層推進

する。また、多収品種の作付についても推進する。

  イ 米粉用米

    該当なし

ウ 新市場開拓用米

    該当なし

  エ WCS用稲

    該当なし

  オ 加工用米

    該当なし

（４）麦、大豆、飼料作物

   麦・飼料作物は該当なし。

   大豆については、現在生産面積が少ないため、排水良好水田や水利条件の悪い水

田を中心に推進することとし、産地交付金を有効活用することによってブロックロー

テーションによる生産面積の拡大を図る。



（５）そば、なたね

   該当なし

（６）地力増進作物

   該当なし

（７）高収益作物

   農家経営の安定化を図ることによって後継者を確保する必要があることから、従

来より水稲と野菜等の複合経営を推進してきた。特に「トマト」、「キュウリ」、「ブ

ロッコリー」については、地域振興作物として重点作物にしてきたことで、一定の

定着が図られた。今後も JA、農林事務所と連携し、さらなる産地化に向けた取組を

推進していく。



５　作物ごとの作付予定面積等

（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

384 0 370 0 370 0

85 0 98 0 90 0

39 0 39 0 45 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2 0 3 0 5 0

0 0 0 0 0 0

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20 0 20 0 20 0

・野菜 17.5 0 17.5 0 17.5 0

・花き・花木 2.5 0 2.5 0 2.5 0

・果樹 0 0 0 0 0 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

麦

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

飼料用米
（一般品種）
（基幹作物）

飼料用米推進助
成

飼料用米取組面積
10a当たりの生産費

39
90,000

ha
円/10a

45
80,000

ha
円/10a

① 飼料用米作付面積
　 利用供給協定の締結期間

① 39 ha ① 45 ha

② 4年以上の契約取組面積 ② 28.3 ha ② 35 ha

③ 3年以上の契約取組面積 ③ 0.5 ha ③ 0 ha

④ わら利用合計取組面積 ④ 28.8 ha ④ 35 ha

大　豆
（基幹作物） 大豆生産助成

大豆取組面積
10a当たりの収量

ha
㎏/10a

5
170

ha
㎏/10a

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。

※　目標期間は３年以内としてください。

（令和８年度）（令和５年度）

（令和５年度） （令和８年度）

前年度（実績）

3

飼料用米の生産
ほ場の稲わら
（基幹作物）

わら利用（耕畜
連携）助成

2

（令和５年度）

目標

1

（令和８年度）

整理
番号

対象作物 使途名
目標値



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：福島県

協議会名：中島村地域農業再生協議会

1 飼料用米推進助成 1 20,000
飼料用米（一般品種）

（基幹作物）
立毛乾燥及び生産性向上、コスト削減の取組（温湯種子消毒　等）

2 わら利用（耕畜連携）助成 3 15,000
飼料用米の生産ほ場の稲わ

ら
（基幹作物）

利用供給協定に基づき実施する飼料用米生産ほ場の稲わら利用の取組
（当年産において、飼料用米の作付が行われる水田であること　等）

3 大豆生産助成 1 10,000
大豆

（基幹作物）
ブロックローテンション等

対象作物
※３

取組要件等
※４

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記
入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してく
ださい。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）


